




　　　　以下のＡ群、Ｂ群、Ｃ群の各写真を見て、あとの問いに答えなさい。

Ａ群　　　　　　　Ａ－１　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ－２

　　　　　　　　　Ａ－３　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ－４

　　　　　　　　　Ａ－５　　　　　　　　　　　　　　　　 Ａ－６
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Ｂ群　　　　　　　Ｂ－１　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ－２

　　　　　　　　　Ｂ－３　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ－４

Ｃ群　　　　　　　Ｃ－１　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ－２

　　　　　　　　　Ｃ－３　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｃ－４
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（ 1 ）　Ａ群の写真と、Ｂ群の写真の時代のものとが一致する組み合わせとして正しいも
のを、次のア～オの中から一つ選び、記号で答えなさい。

ア．Ａ－１ と Ｂ－１　　Ａ－３ と Ｂ－３　　Ａ－４ と Ｂ－２
イ．Ａ－１ と Ｂ－４　　Ａ－３ と Ｂ－１　　Ａ－４ と Ｂ－３ 
ウ．Ａ－２ と Ｂ－２　　Ａ－３ と Ｂ－３　　Ａ－６ と Ｂ－１
エ．Ａ－２ と Ｂ－１　　Ａ－５ と Ｂ－２　　Ａ－４ と Ｂ－３
オ．Ａ－４ と Ｂ－３　　Ａ－６ と Ｂ－１　　Ａ－３ と Ｂ－２

（ 2 ）　次の１～４の出来事は、Ｃ群の各史料のどれかと一致するものです。その出来事
と各史料との組み合わせとして正しいものを、次のア～オから一つ選び、記号で答
えなさい。

出来事
１．アヘン戦争　　　　　　　２．バスチーユ牢獄
３．ピューリタン革命　　　　４．ボストン茶会事件

ア．１とＣ－１　　２とＣ－４　　３とＣ－３　　４とＣ－２
イ．１とＣ－２　　２とＣ－１　　３とＣ－３　　４とＣ－４
ウ．１とＣ－４　　２とＣ－２　　３とＣ－１　　４とＣ－３
エ．１とＣ－２　　２とＣ－３　　３とＣ－４　　４とＣ－１
オ．１とＣ－３　　２とＣ－４　　３とＣ－２　　４とＣ－１
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　　　　次の１～４の各用語を見て、あとの問いに答えなさい。

　１　世界恐慌　　２　ファシズム　　３　第一次世界大戦　　４　第二次世界大戦

（ 1 ）　次のＡ～Ｄの各文は、上の１～４の用語のどれかに関するものです。その組み合
わせとして正しいものを、下のア～キから一つ選び、記号で答えなさい。

Ａ�　ドイツのナチス政権は、ユダヤ人を迫害し、共産主義者や自由主義者を攻撃し
ました。その後、政権を握り民主主義を無視し、他の政党を解散させました。

Ｂ�　イギリスは、本国と植民地の関係を強化し、関係の近い国や地域を囲い込んで、
自給自足経済を成立させました。

Ｃ�　日独伊三国同盟により、ドイツ、イタリアは、日本に続きアメリカに対して宣
戦布告を行いました。

Ｄ�　バルカン半島では、列強国の利害や民族宗教の対立が多く、安定しない状況が
続いていました。

ア．１とＢ　２とＡ　３とＤ　４とＣ　　イ．１とＤ　２とＣ　３とＢ　４とＡ
ウ．１とＣ　２とＢ　３とＡ　４とＤ　　エ．１とＡ　２とＢ　３とＣ　４とＤ
オ．１とＢ　２とＡ　３とＣ　４とＤ　　カ．１とＡ　２とＤ　３とＢ　４とＣ
キ．１とＣ　２とＢ　３とＤ　４とＡ

（ 2 ）　１の世界恐慌について、１９２９年の世界恐慌の際、アメリカでとられた経済政
策を何というか。解答欄に合わせて答えなさい。
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　　　　次の写真Ⅰ～Ⅳは、17世紀～19世紀の人権保障の宣言に関係するものです。ま
たその写真に続く説明文は、各宣言の本文や条文の抜粋や要約です。それらを参考に
して（ 1 ）～（ 5 ）に答えなさい。

　　写真Ⅰ　　　　　　　　　　　　　　　　　写真Ⅱ
　　　　　　　フランス人権宣言　　　　　　　　　　　　　《　Ⅹ　》

　　写真Ⅲ　　　　　　　　　　　　　　　　　写真Ⅳ
　　　　　　　アメリカ独立宣言　　　　　　　　　　　大日本帝国憲法（発布）

〔 8 〕

（王冠をささげられえるウィリアム３世
とメアリ２世）
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写真１の説明：第１条「�人は、自由かつ権利において平等なものとして出生し、かつ生
存する。・・・（中略）。」

　　　　　　　第２条「�・・・（中略）。これらの権利は、自由・所有権・安全及び圧制
への抵抗である。」

　　　　　　　第３条「�あらゆる主権の原理は、本質的に 　　　 に存する。・・・（中
略）。」

写真Ⅱの説明：第１条「�国王は、王権により、 　　　 の承認なしに法律（の効力）を停
止し、またその法律の執行を停止し得る権限があると称してい
るが、そのようなことは違法である。」

　　　　　　　第５条「�国王に請願することは臣民の権利であり、このような請願をし
たことを理由とする収監または訴追は、違法である。」

写真Ⅲの説明：本文「�われわれは、自明の真理としてすべての人は平等に造られ、造物
主によって、一定の奪いがたい天賦の権利を付与され、そのなか
に生命・自由および 　　　 の含まれることを信ずる・・・（中
略）。そしていかなる政治の形体といえども、もしこれらの目的を
毀損するものとなった場合には，人民はそれを改廃し、かれらの
安全と幸福とをもたらすべしとみとめられる主義を基礎とし、ま
た権限の機構をもつ新たな政府を組織する権利を有することを信
ずる。」

写真Ⅳの説明：第１条「�大日本帝国憲法ハ万世一系ノ天皇之ヲ統治ス。」
　　　　　　　第３条「�天皇ハ神聖ニシテ侵スヘカラス。」
　　　　　　　第13条「�天皇ハ戦ヲ宣シ和ヲ講シ及諸般ノ条約ヲ締結ス。」
　　　　　　　第22条「�日本臣民ハ法律ノ範囲内ニ於テ居住及移転ノ自由ヲ有ス。」
　　　　　　　第29条「�日本臣民ハ法律ノ範囲内ニ於テ言論・著作・印行・　　　 及結

社ノ自由ヲ有ス。」

１

２

３

４
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（ 1 ）　写真Ⅱの《　Ⅹ　》にあてはまる宣言は、1688年の名誉革命の翌年に出されたも
のです。この宣言名を答えなさい。

（ 2 ）　説明文Ⅰ・Ⅱの空欄 　　　・　　　 にあてはまる語句の組み合わせとして正しい
ものを、次のア～カから一つ選び、記号で答えなさい。

ア．　　　－社会　　　　－国民　　　イ．　　　－社会　　　　－議会
ウ．　　　－社会　　　　－王権　　　エ．　　　－国民　　　　－社会
オ．　　　－国民　　　　－議会　　　カ．　　　－国民　　　　－王権

（ 3 ）　説明文Ⅲ・Ⅳの空欄 　　　・　　　 にあてはまる語句の組み合わせとして正しい
ものを、次のア～カから一つ選び、記号で答えなさい。

ア．　　　－幸福の追求　　　　－生存
イ．　　　－幸福の追求　　　　－請願
ウ．　　　－幸福の追求　　　　－集会
エ．　　　－生存　　　　　　　－請願
オ．　　　－生存　　　　　　　－集会
カ．　　　－生存　　　　　　　－幸福の追求

（ 4 ）　説明文Ⅳについて、次の①～③の文章は「大日本帝国憲法」または「日本国憲法」
の内容に関するものです。①～③のうち、「大日本帝国憲法」に関するものの内容と
して正しいものを、下のア～キから一つ選び、記号で答えなさい。

①　国民が定めた民定憲法である。
②　天皇に軍隊の統帥権がある。
③　兵役の義務がある。

ア．①のみ　　　イ．②のみ　　　ウ．③のみ　　　エ．①・②
オ．①・③　　　カ．②・③　　　キ．①・②・③

１ ２

１ ２ １ ２
１ ２ １ ２
１ ２ １ ２

３ ４

３ ４
３ ４
３ ４
３ ４
３ ４
３ ４

18 社−19



（ 5 ）　写真Ⅰ～Ⅳを早いものから年代順に並べ替えたものとして正しいものを、次のア
～カから一つ選び、記号で答えなさい。

ア．写真Ⅱ　→　写真Ⅰ　→　写真Ⅲ　→　写真Ⅳ
イ．写真Ⅱ　→　写真Ⅰ　→　写真Ⅳ　→　写真Ⅲ
ウ．写真Ⅱ　→　写真Ⅲ　→　写真Ⅰ　→　写真Ⅳ
エ．写真Ⅲ　→　写真Ⅰ　→　写真Ⅱ　→　写真Ⅳ
オ．写真Ⅲ　→　写真Ⅰ　→　写真Ⅳ　→　写真Ⅱ
カ．写真Ⅲ　→　写真Ⅱ　→　写真Ⅰ　→　写真Ⅳ
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　　　　次の資料Ⅰは、太郎さんの公民科の授業に関するレポートです。資料Ⅰを参考
にして、あとの問いに答えなさい。

資料Ⅰ　太郎さんのレポート「地方政治について」

地方政治について
　今、私たちの身近にある政治制度に目を向けたとき、それは地方政治だと考えてレ
ポートにまとめてみました。
・�地方自治は、日本国憲法で保障され、憲法の第８章に規定されています。しかし、かつ

　ての大日本帝国憲法（明治憲法）では、規定されていませんでした。
　日本国憲法第92条
　「�地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の　　　に基づいて、法律

でこれを定める。」と、規定されています。
　　地方自治の　　　　○Ⅰ　　　　自治…�　　　が直接・間接に自分が住んでいる地方

公共団体の政治に参加していること。
　　　　　　　　　　　○Ⅱ　　　　自治…�都道府県および市町村が中央政府から一応独

立して統治組織として設置されていること。
　　などがあげられます。さらにもう少し詳しくみていきたいと思います。
　　　○Ⅰについて…　　　による政治
　　　　　　　　　具体的には→�『地方公共団体による議会の設置、　　　による首長・

　　　　　　　　　　　　　　　議員その他の吏員の選挙』などです。
　　　　　　　　　　　　　　　これらは、日本国憲法第93条に規定されています。
　　　○Ⅱについて…地方の独立
　　　　　　　　　具体的には…『財産管理・事務処理・行政執行・条例制定』などです。
　　　　　　　　　　　　　　　これらは、日本国憲法第94条に規定されています。
　　地方自治法→直接請求権について規定されています。

　日本国憲法第95条
　「�一つの地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定めるところにより、その

地方公共団体の《　Ⅹ　》において、その過半数の同意を得なければ、国会はこれ
を制定することができない。」（一部改編）

　このような意味からイギリスの政治学者は「地方自治は民主主義の学校」と表現しま
した。
　
　今回、レポートを作成して私自身も身の回りに目を向け、自分自身ができることから
関わっていこうと考えました。

〔 9 〕

①

Ａ

Ａ Ｂ Ｂ

Ｃ

Ｂ

②
Ｂ

③

④
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（ 1 ）　文中の空欄 　　　 ～ 　　　 にあてはまる語句の組み合わせとして最も適切な
ものを、次のア～シから一つ選び、記号で答えなさい。

ア．　　　－独立　　　　－住民　　　　－団体
イ．　　　－独立　　　　－団体　　　　－住民
ウ．　　　－独立　　　　－住民　　　　－間接
エ．　　　－独立　　　　－間接　　　　－住民
オ．　　　－独立　　　　－間接　　　　－団体
カ．　　　－独立　　　　－団体　　　　－間接
キ．　　　－本旨　　　　－住民　　　　－団体
ク．　　　－本旨　　　　－団体　　　　－住民
ケ．　　　－本旨　　　　－住民　　　　－間接
コ．　　　－本旨　　　　－間接　　　　－住民
サ．　　　－本旨　　　　－間接　　　　－団体
シ．　　　－本旨　　　　－団体　　　　－間接

（ 2 ）　文中の空欄《　Ⅹ　》にあてはまる語句を、漢字 4 字で答えなさい。

Ａ Ｃ

Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
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（ 3 ）　文中の下線部①について、次の説明文（　ⅰ　）～（　ⅲ　）のうち、正しい内
容を表したものとして適切なものを、下のア～キから一つ選び、記号で答えなさい。

説明文（ⅰ�）この憲法は、1946年11月３日に制定され、1947年５月３日に施行され
た。

　　　（ⅱ�）この憲法は、大日本帝国憲法の流れを受け継ぎ、自衛隊の指揮権は天
皇にある。

　　　（ⅲ�）この憲法は、前文と第11章の内容から構成され、国会や内閣や裁判所
さらには地方自治の項目も規定されている。

ア．（ⅰ）のみ　　　　	イ．（ⅱ）のみ　　　ウ．（ⅲ）のみ
エ．（ⅰ）と（ⅱ）　　　オ．（ⅰ）と（ⅲ）
カ．（ⅱ）と（ⅲ）　　　キ．（ⅰ）と（ⅱ）と（ⅲ）

（ 4 ）　文中の下線部②について、次の説明文（　ⅳ　）～（　ⅵ　）の正誤の組み合わ
せとして正しいものを、次のア～クから一つ選び、記号で答えなさい。

説明文（ⅳ�）地方議会は、住民から選ばれた地方議員と、地方議員の選挙によって
選ばれた首長から成り立っている。

　　　（ⅴ�）都道府県議会議員の被選挙権は20歳で、都道府県知事の被選挙権は25
歳からであると法律で規定されている。

　　　（ⅵ�）地方議会と首長は互いに抑制し合い均衡を保つ関係にあり、首長は議
会の決定に拒否権を、議会は首長の不信任決議権を行使できる。

ア．（ⅳ）－正　（ⅴ）－正　（ⅵ）－正
イ．（ⅳ）－正　（ⅴ）－正　（ⅵ）－誤
ウ．（ⅳ）－正　（ⅴ）－誤　（ⅵ）－正
エ．（ⅳ）－正　（ⅴ）－誤　（ⅵ）－誤
オ．（ⅳ）－誤　（ⅴ）－正　（ⅵ）－正
カ．（ⅳ）－誤　（ⅴ）－正　（ⅵ）－誤
キ．（ⅳ）－誤　（ⅴ）－誤　（ⅵ）－正
ク．（ⅳ）－誤　（ⅴ）－誤　（ⅵ）－誤
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（ 5 ）　文中の下線部③について、次の説明文（　ⅶ　）・（　ⅷ　）の正誤の組み合わせ
として正しいものを、次のア～エから一つ選び、記号で答えなさい。

説明文（ⅶ�）条例を新たに制定することを請求するには、有権者の50分の１以上の
署名を集め、首長に提出する。

　　　（ⅷ�）議会を解散することを請求するには、有権者の２分の１以上の署名を
集め、選挙管理委員会に提出する。

ア．（ⅶ）－正　（ⅷ）－正　　　イ．（ⅶ）－正　（ⅷ）－誤
ウ．（ⅶ）－誤　（ⅷ）－正　　　エ．（ⅶ）－誤　（ⅷ）－誤

（ 6 ）　文中の下線部④の説明として誤っているものを、次のア～エから一つ選び、記号
で答えなさい。

ア．民主主義を達成するためには、自由権や平等権などの「基本的人権の尊重」
や「国民主権」などが必要不可欠である。
イ．民主主義を達成するためには、わが国で採用されているような間接民主制や

直接民主制を導入することが必要不可欠である。
ウ．民主主義を達成するためには、多数決の原理により物事を決定するが、少数

派の意見にも配慮することが必要不可欠である。
エ．民主主義を達成するためには、政治的決断を早くするために、国の権力者に

すべての権限を集中させることが必要不可欠である。
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